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１．はじめに

近年，先進国における賃金格差の拡大に対

する議論が広くなされてきた。この賃金格差

の拡大の主要な原因は技術進歩によるもので

あるというのが，通説である。こういった技

術進歩が賃金格差を拡大するのはどのような

技術進歩であるのかという点について，いく

つかの議論がなされてきた。Leamer（1998）

は部門偏向的な技術進歩が相対的な賃金に対

して影響を持つと考えたのに対して，

Krugman （2000）は要素偏向的な技術進歩

が賃金格差に対して大きな影響を与えると考

えた。彼らの結論の違いは Leamer は小国経

済においてローカルな技術変化の影響を考察

したのに対して，Krugman は統合された世

界経済においてグローバルな技術変化を仮定

したことに由来するものである。

Xu（2001）は２国２財の一般的なヘク

シャー＝オリーン・モデルを使って，技術変

化の相対賃金に与える効果を分析し，要素偏

向的な技術進歩も部門偏向的な技術進歩も相

対的な賃金に影響を与えるという結論を導出

している。

本稿においてはできるだけ明確な結論を与

えるために非常に単純なモデルを考察する。

すなわち，固定係数型の技術において技術進

歩の相対賃金に与える効果が分析される。

本稿の以下の構成は次のとおりである。第

２節においてレオンチェフタイプの技術を持

つヘクシャー・オリーンの基本モデルが提示

される。第３節において小国における技術変

化が相対賃金に与える効果が分析される。第

４節においては，大国における技術変化の相

対賃金に与える効果を分析する元になる自給

自足経済における技術変化の相対賃金に与え

る効果が分析される。また，第５節において

は２国経済におけるグローバルな技術変化と

ローカルな技術変化が相対賃金にどのような

影響を与えられるのかが考察される。最後に

若干の結論がまとめられ，今後の残された問

題について議論がなされる。

２．モデル

通常のへクシャ＝オリーン・モデルにおい

て，固定係数型の生産関数を仮定する。２財，

X財と Y財が存在し，両財はハイスキル労働

（H）とロースキル労働（L）から生産される

ものとする。自国経済全体に存在するハイス

キル労働者の数を H，ロースキル労働者の数

を Lとする。各労働者は非弾力的に１単位

の各スキル労働を供給するものとする。対応

する外国のそれぞれのスキルの労働者数を
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H*と L*というようにアステリスクをつけ

て表すものとする
(1)
。生産技術は後の技術変

化を扱いやすくするために次のような固定係

数型であるとする。

aLXX+aLYY/L p1�

aHXX+aHYY/H p2�

ただし，ここで a ijは j財１単位の生産に必

要な i労働の必要量を表すものとする。

p1�式はロースキル労働者に関する需給均

衡条件を表し，左辺が労働需要，右辺がロー

スキル労働供給量である。また p2�式はハイ

スキル労働における需給均衡条件である。こ

こで一般性を失うことなく，X財は，ハイス

キル労働集約的である，すなわち

aLX

aHX

?
aLY

aHY

p3�

を仮定する。

次に，需要に関する仮定を導入する。各労

働者は次のような同一のコブ＝ダグラス型の

効用関数を持っているものとする。

V j/c
a

Xjc
1-a

Yj p4�

ここで，c ij，i/X，Y，j/H，Lは j労働者の

i財の消費を表すものとする。aは所得に占

める X財の支出割合である。ここで Y財を

ニュメレール財として，その価格を１とし，

X財の相対価格を Pとする。j労働者の予算

制約式は

PcXj+cYj/w j p5�

となる。個人は p5�の予算制約式の下で，p4�

の効用最大化問題を解くと

PcXj/aw j p6�

cYj/p1,a�w j p7�

となる。したがって，各財の消費は所得に比

例して大きくなる。

３．小国における技術変化の効果

この節では，自国が小国であると想定する。

財市場が完全競争であるとすると，両財が生

産されるとして，次のゼロ利潤条件が満たさ

れないとならない。

aLXwL+aHXwH/P p8�

aLYwL+aHYwH/１ p9�

ただし，ここで w iは i労働の単位当たり賃

金であるとする。また，両産業の間で自由に

労働が移動可能であるとすると，両産業で賃

金は同じでなければならない。したがって，

p8�，p9�式より，均衡における両生産要素の賃

金は

w
0
H/

PaLY,aLX

aHXaLY,aLXaHY

p10�

w
0
L/

aHX,PaHY

aHXaLY,aLXaHY

p11�

となる。図１においては縦軸に wH，横軸に

wLがとられ，p8�，p9�式が描かれている。図

１における均衡点は E点であり，均衡におけ

る各労働に対する賃金は p10�，p11�により与

えられる。

ここで，ハイスキルの相対賃金を w6
wH

wL

とすると，p10�，p11�式から，

w
0
/

PaLY,aLX

aHX,PaHY

p12�

となる。

この p12�式を Pについて偏微分すると，

�w
0

�P
/

aLYaHX,aLXaHY

paHX,PaHY�
2 p13�

となる。分母は正である。また，X財がハイ

スキル労働集約財であるという仮定の p3�式

により，分子は正である。以上のことから，

X財の相対価格の上昇は X財に集約的に利
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用される生産要素であるハイスキル労働に対

する相対賃金率を引き上げるというストル

パー＝サミュエルソン定理が確認される。

生産技術の変化が相対賃金に対してどのよ

うな影響を与えるかを見るためにそれぞれの

単位投入係数 a ijに関して p12�式を微分する

と，

�w
0

�aHX

/
,pPaLY,aLX�

paHX,PaHY�
2 <0 p14�

�w
0

�aHY

/
PpPaLY,aLX�

paHX,PaHY�
2>0 p15�

�w
0

�aLX

/
,1

aHX,PaHY

<0 p16�

�w
0

�aLY

/
P

aHX,PaHY

>0 p17�

となる。

以上のことから，X財産業におけるハイス

キル労働節約的な技術変化はハイスキル労働

の相対賃金を上昇させ，同産業におけるロー

スキル労働節約的な技術変化もまたハイスキ

ル労働の相対賃金を上昇させる。また，Y財

産業におけるハイスキル労働節約的な技術進

歩はハイスキル労働の相対賃金を減少させ，

同産業におけるロースキル労働節約的な技術

進歩もまたハイスキル労働の相対賃金を減少
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させる。したがって，小国開放経済における

技術変化の影響はどちらの部門に技術変化が

生じるのかに依存しているので，部門偏向的

である。

これらの技術変化のうち，X財産業におけ

るハイスキル労働節約的な技術進歩の効果が

図１に示されている。技術進歩前の均衡は E

点であり，技術進歩後の均衡は E'点となる。

これは X財産業においてハイスキル労働の

単位当たり必要労働量が aHXから aHX'に減

少したとすると，X財産業においては以前の

賃金水準では利潤が正となるので，ゼロ利潤

条件を維持するためには，どちらかのスキル

の賃金が上昇する必要がある。しかし，ロー

スキル労働に対する賃金の上昇は Y財産業

において負の利潤をもたらす。したがって，

X財産業のハイスキル労働節約的な技術進歩

は Y財産業のゼロ利潤条件に沿って，ハイス

キル労働の賃金を増加させ，ロースキル労働

の賃金を減少させる。同様に，X財産業にお

けるロースキル労働節約的な技術進歩も X

財産業におけるゼロ利潤条件を賃金上昇方向

に拡大させ，ハイスキル労働の賃金を上昇さ

せ，ロースキル労働の賃金を減少させる。逆

に Y財産業におけるハイスキル労働節約的

な技術進歩もロースキル労働節約的な技術進

歩も Y財産業におけるゼロ利潤条件を右上

昇にシフトさせる。このことにより両労働の

賃金は X財産業のゼロ利潤条件に沿って，ハ

イスキル労働の賃金は減少し，ロースキル労

働の賃金は増加する。

４．自給自足経済における技術変化の

効果

自国における自給自足経済における技術変

化の効果を考察する。自給自足経済における

均衡を分析するために財市場から考察する。

両財に対する相対需要を求めるために経済全

体の各財に対する需要を求める。p6�式から

X財の各労働者１人当たりの需要は cXj/

a

P
w jとなる。自国経済全体でハイスキル労

働が H，ロースキル労働が Lだけ存在するの

で，

CX/cXHH+cXLL/
a

P
pwHH+wLL� p18�

となる。ただし，ここで C iは i財に対する

自国全体の需要を表す。同様に Y財につい

ても p7�式から，

CY/cYHH+cYLL/p1,a� pwHH+wLL� p19�

となる。p18�，p19�式から X財の Y財に対す

る相対需要（RD）は

RD/
CX

CY

/
a

p1,a�P
p20�

となる。この相対需要は相対価格 Pに反比

例することがわかる。

また，相対供給は p1�，p2�式より，両生産要

素の完全雇用条件により技術的に決定され，

X/
aLYH,aHYL

aHXaLY,aLXaHY

p21�

Y/
aHXL,aLXH

aHXaLY,aLXaHY

p22�

となる。この p21�，p22�式により，相対供給

（RS）は

RS/
X

Y
/

aLYH,aHYL

aHXL,aLXH
p23�

となる。p20�，p23�式により，自給自足経済
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における均衡相対価格 pPa�が

P
a
/r

a

1,a �
aHXL,aLXH

aLYH,aHYL
p24�

のように求められる。以上の相対供給と相対

需要における均衡価格の決定が図２において

示されている。図２において相対需要は価格

の反比例の関数なので双曲線として描かれ，

相対供給は価格とは関係ないので，垂直な直

線として描かれている。両曲線の交点が均衡

点 Aであり，点 Aにおいて相対価格が p24�

式のように決定される。

自給自足経済における技術変化の効果を考

察する。まず，相対需要曲線は技術変化によ

り影響を受けないので，一定であることがわ

かる。相対供給の変化が価格に対する効果を

分析するために p23�式を単位投入係数で微

分すると，

�RS

�aHX

/
,LpaLYH,aHYL�

paHXL,aLXH�2
<0 p25�

�RS

�aLX

/
HpaLYH,aHYL�

paHXL,aLXH�2
>0 p26�

�RS

�aHY

/
,L

aHXL,aLXH
<0 p27�

�RS

�aLY

/
H

aHXL,aLXH
>0 p28�

となる。以上の結果から，X財産業における

ハイスキル労働節約的な技術進歩は X財の

相対供給を増加させる。また，X財産業にお

けるロースキル労働節約的な技術進歩は X

財の相対供給を減少させる。Y財産業におけ

るハイスキル労働節約的な技術進歩は X財

の相対供給を増加させ，ロースキル労働節約

的な技術進歩は X財の相対供給を減少させ
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る。

また，技術進歩の両財の生産に与える効果

については次の図３においても概観すること

ができる。図３において，縦軸にハイスキル

労働の量，横軸にロースキル労働がとられて

いる。自国の賦存点が E点であり，この各生

産要素の賦存量を各財の生産に利用すること

になる。両生産要素の完全雇用を与える点が

A点と B点であり，それぞれ X財と Y財で

使用される各労働量に対応している。図３に

おいて AOLの傾きは X財産業におけるハイ

スキル労働・ロースキル労働比率
aHX

aLX

を表

している。また，BOLの傾きは Y財産業に

おけるハイスキル労働・ロースキル労働比率

aHY

aLY

を表している
(2)
。図３においては X財

産業における技術進歩の例が図示されてい

る。すなわち，X財産業のハイスキル労働の

単位当たり必要量が aHXから aHX'への減少

の効果が図示されている。この技術変化は X

財産業のハイスキル労働・ロースキル労働比

率を引き下げる。図３においては AOLから

A'OLへの傾きの変化として描かれている。

この技術変化により，以前と同じだけ X財を

生産すると，ハイスキル労働が余ってしまう。

したがって，この余ったハイスキル労働を完

全雇用するためにはハイスキル労働集約的な

財の生産拡大が生じる。このとき，X財生産

にはロースキル労働も必要となるので，この

ロースキル労働は Y財産業から移動しなく

てはならない。したがって，図３において，

X財生産に使用される各スキル労働は A'に

拡大し，逆に Y財生産に使用される各労働は

B'に減少することになる。

以上の技術進歩の効果は図２における相対

供給曲線をシフトすることにより均衡相対価

論 説
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格を変化させる。また，技術進歩の相対均衡

価格への影響は p24�式を a ijで偏微分するこ

とにより，

�P
a

�aHX

/
a

1,a

L

paHYL,aLXH�
>0 p29�

�P
a

�aLX

/,
a

1,a

H

paHYL,aLXH�
<0 p30�

�P
a

�aHY

/
a

1,a

LpaHXL,aLXH�

paHYL,aLXH�2
>0 p31�

�P
a

�aLY

/,
a

1,a

HpaHXL,aLXH�

paHYL,aLXH�2
<0 p32�

となる。これらの結果は図２における RS曲

線のシフトから，簡単に得られる。X財産業

のハイスキル労働節約的な技術進歩は X財

の相対供給を増加させ，図２における RSを

右側にシフトさせる。その結果，均衡相対価

格は下落するのである。同様に X財産業に

おける労働節約的な技術進歩は X財生産を

相対的に減少させ，図２における RS曲線を

左側にシフトさせ，均衡相対価格を上昇させ

る。Y財産業におけるハイスキル労働節約的

な技術進歩は RS曲線を右にシフトさせ，相

対均衡価格を上昇させる。一方，Y財産業に

おけるロースキル労働節約的な技術進歩は

RS曲線を左にシフトさせ，均衡相対価格を

増加させる。

次に自給自足経済における技術変化の相対

賃金に与える影響を考察する。価格が与えら

れたときの均衡相対賃金は p12�式により与

えられる。自給自足経済において価格は内生

的に p24�式により与えられる。このことか

ら，p12�式を各単位必要労働 a ijで偏微分す

ると，

dw
a

da ij

/
�w

a

�a ij

+
�w

a

�P

�P

�a ij

p33�

となる。これは自給自足経済における技術進

歩の相対賃金に与える影響が２つの部分から

成り立っていることを示している。p33�式の

第１項は技術進歩の相対賃金に直接的に与え

る効果を表し，この効果は p14�∼p17�式によ

り与えられている。また第２項は相対価格の

変化を通じた技術進歩の間接的な効果を表し

ている。第２項の最初の偏微分，すなわち，

相対価格の上昇が相対賃金に与える影響は

p13�式により与えられ，また，２番目の偏微

分は p29�∼p32�式により与えられている。こ

れらの偏微分を総合すると，技術変化の相対

賃金に与える影響が得られる。まず，X財産

業におけるハイスキル労働節約的な技術進歩

の効果を考察する。aHXの減少は p14�式か

ら，直接的な効果として相対賃金を増加させ

る。また，間接的な効果として p29�式から相

対価格を減少させ，相対価格の減少は p13�式

により相対賃金を減少させる。したがって，

自給自足経済における X財産業におけるハ

イスキル労働節約的な技術進歩の相対賃金に

与える効果は直接的効果と間接的効果の大き

さによって決定されることになる。次に，X

財産業におけるロースキル労働節約的な技術

進歩の相対賃金に与える効果を考える。この

効果は直接的効果により，aLXの減少は p16�

式によりハイスキル労働の相対賃金を上昇さ

せる。また，価格を通じた間接的効果は p30�

式により，相対価格を上昇させる。両効果と

も相対価格を上昇させる方向に働くので，こ

のケースにおいてはハイスキル労働の相対賃

金は上昇することになる。Y財産業について

の効果も同様に，ハイスキル労働節約的な技

術進歩の直接的効果は p15�式により与えら

れ，これは負であり，間接的効果は p31�によ
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り与えられ，負となる。したがって，Y財産

業におけるハイスキル労働節約的な技術進歩

はハイスキル労働の相対賃金を上昇させるこ

とになる。また，ロースキル労働節約的な技

術進歩は直接的効果が p17�式により与えら

れ，これは負であり，間接的効果は p32�式で

与えられ，正となる。

したがって，このケースは直接的効果と間接

的効果のどちらが強く働くかによって技術変

化の相対賃金に与える効果が決定される。

５．２国経済における貿易と技術変化

の相対賃金に与える効果

この節では，自国と外国の２国からなる世

界において技術進歩の相対賃金に与える影響

を分析する。まず，一般化を失うことなく，

自国は相対的にハイスキル労働豊富国である

とする。すなわち，
H

L
>

H*

L*
を仮定する。こ

のとき，自給自足経済において外国の相対的

な X財の供給量は自国より少ない，また相対

需要は相対価格と所得に占める X財の割合

を表すパラメーター aにしか依存しないの

で，両国のすべての消費者の嗜好が同一であ

るという仮定の下では，相対需要曲線は自国

と外国では同じである。したがって，図２に

描かれているように，外国の相対供給曲線は

自国の左側に来る。その結果，外国の自給自

足相対価格は自国よりも高くなる。

この２国において自由貿易が行われると相

対価格と賃金にどのような影響があるのかを

分析する。まず，貿易の自由化により世界全

体の相対供給曲線は自国と外国の自給自足下

の相対供給曲線の間に描かれ，図２において

は RS tにより表された曲線である。RS tは

世界全体の相対供給なので，自国と外国の各

財の供給の和の比率として表される。具体的

には

RS t
/

aLYpH+H*�,aHYpL+L*�

aHXpL+L*�,aLXpH+H*�

/

aLY

H+H*

L+L*
,aHY

aHX,aLX

H+H*

L+L*

p34�

となる。したがって，世界全体の相対供給は

世界全体の要素賦存量に依存し，それは自国

と外国の要素賦存比率の中間になるので，世

界全体の相対供給も自国と外国の相対供給量

の間に入る。

したがって，貿易自由化により，相対価格

は P
tで与えられ，自国では増加し，外国で

は減少する。その結果，ハイスキル労働豊富

国である自国ではハイスキル労働の相対賃金

が上昇し，逆に外国ではハイスキル労働の相

対賃金が減少することになる。考察している

ケースでは相対賃金は価格と単位必要労働量

にしか依存しないので，両国において要素価

格均等化が成立している。

次に，貿易自由化後の技術進歩の影響を考

察する。

まず，貿易開始後のグローバルな技術進歩

が各国の相対賃金に与える影響を考察す

る
(3)
。このケースは基本的には自給自足経済

における技術進歩と同じ効果を相対賃金にも

たらすことになる。

第１に，X財産業におけるハイスキル労働

節約的な技術進歩が生じたとしよう。このと

き，p34�式の右辺において分母が小さくなる

ので，X財の相対供給は増加することになる。

したがって，X財の相対価格は減少する。X
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財の相対価格の減少はハイスキル労働の相対

賃金を減少させるが，ハイスキル労働節約的

な技術進歩の直接的な効果は p14�式から正

である。したがって，X財産業におけるハイ

スキル労働節約的な技術進歩は直接的効果と

価格を通じた間接的効果が反対の方向に働く

ので，相対賃金に与える影響は断定すること

ができない。

次に，X財産業におけるロースキル労働節

約的な技術変化は p16�式から，直接的にハイ

スキル労働の相対賃金を上昇させる。また，

p34�式の分母を増加させることにより，X財

の相対供給を減少させる。その結果，X財の

相対価格は上昇し，ハイスキル労働の相対賃

金は増加することになる。以上の結果から，

このケースにおいてはハイスキル労働の相対

賃金は直接的にも相対価格を通じた間接的に

も上昇することになる。

第３に Y財産業におけるハイスキル労働

節約的な技術変化の効果は p15�式から，直接

的にはハイスキル労働の相対賃金を減少させ

る。また，p34�式の分子が増加することから

X財の相対供給が増加し，その結果，X財の

相対価格が減少する。このことからハイスキ

ル労働の相対賃金は減少することになる。以

上のことから，このケースにおける技術進歩

はハイスキル労働の相対賃金を減少させる。

最後に Y財産業におけるロースキル労働

節約的な技術変化の効果について考察する。

p17�式から直接的な効果により，ハイスキル

労働の相対賃金は下落する。また，p34�式の

分子が減少することから，X財の相対供給は

減少し，相対価格は上昇することになる。こ

の X財の相対価格の上昇はハイスキル労働

の相対賃金を上昇させる。これらの効果によ

りこのケースにおける技術変化のハイスキル

労働の相対賃金に与える効果はあいまいなも

のとなる。

次に，技術進歩がある国の中にだけ生じる

ローカルな場合を考察する。自国における X

財産業のハイスキル労働節約的な技術変化は

直接的に自国のハイスキル労働の賃金を上昇

させるが，外国のハイスキル賃金は技術が一

定なので，変化は生じない。したがって，ロー

カルな技術変化は要素価格均等化を成立させ

ないことになる。また，自国の技術変化は自

国における X財の相対供給を増加させ，した

がって，世界全体の相対供給を増加させる。

このことにより，X財の相対価格は減少する

ことになる。したがって，相対価格の下落に

より相対賃金は下落する。したがって，この

ケースにおいては自国のハイスキル労働の相

対賃金への効果ははっきりしないが，外国の

ハイスキル労働の相対賃金は下落することに

なる。

自国における X財産業のロースキル労働

節約的な技術進歩の効果を次に考察する。自

国における X財産業のロースキル労働節約

的技術進歩は直接的効果として自国のハイス

キル労働の賃金を上昇させる。また，X財の

相対供給を減少させるので，X財価格を上昇

させ，その価格効果によっても自国のハイス

キル労働の相対賃金を上昇させる。外国のハ

イスキル労働の賃金は価格からの間接的効果

により上昇することになる。

自国における Y財産業のハイスキル労働

節約的技術進歩は直接的にハイスキル労働の

相対賃金を減少させる。また，X財の相対供

給を増加させ，その間接的効果によりハイス

キル労働の相対賃金を減少させる。また，外
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国では間接的効果だけが働くので，ハイスキ

ル労働の相対賃金は減少する。

最後に Y財産業のロースキル労働節約的

技術進歩は直接的にはハイスキル労働の相対

賃金を減少させる。また，X財の相対供給を

減少させることによる価格を通じた間接的効

果により，ハイスキル労働の賃金は増加する。

したがって，このケースにおける自国におけ

るハイスキル労働の相対賃金への効果は以上

で述べた２つの効果の大きさにより決定され

る。外国におけるハイスキル労働の相対賃金

に与える効果は価格を通じた間接的効果だけ

なので，ハイスキル労働の相対賃金は上昇す

る。

６．終わりに

本稿においては固定係数型技術の２部門モ

デルにおける技術進歩の相対賃金に与える効

果が分析された。

主な結論は次のとおりである。まず，国際

市場で決定される小国における技術進歩の相

対賃金に与える効果は部門偏向的である。X

財部門の技術進歩はハイスキル労働節約的で

あれ，ロースキル労働節約的であれ，ハイス

キル労働の相対賃金を上昇させる。逆に Y

財産業における技術進歩はハイスキル節約的

なものも，ロースキル労働節約的なものもハ

イスキル労働の相対賃金を減少させる。

次に，自給自足経済における技術進歩は価

格が一定とみなした場合には小国のケースと

同じであるが，技術進歩により相対供給が変

化し，それによって，相対価格が変動する。

この相対価格変化による間接的効果は要素偏

向的である。すなわち，ハイスキル労働節約

的な技術進歩は X財の相対供給量を増加さ

せ，それゆえ，X財の相対価格を減少させる。

また，ロースキル労働節約的な技術進歩は，

X財の相対供給量を減少させ，相対価格を上

昇させる。自給自足経済においては以上の２

つの効果が働く。このとき，X財におけるハ

イスキル労働節約的な技術進歩は２つの効果

が逆方向に働くので，相対賃金に与える影響

は確定しない。また，X財産業におけるロー

スキル労働節約的な技術進歩はハイスキル労

働の相対賃金を上昇させる。Y財産業におけ

るハイスキル労働節約的な技術進歩は直接的

にハイスキル労働の相対賃金を減少させると

ともに，X財の相対供給量を増加させ，X財

の価格を減少させることによってもハイスキ

ル労働の相対賃金を減少させる。最後に Y

財産業におけるロースキル労働節約的な技術

進歩は直接的にハイスキル労働の相対賃金を

減少させるが，X財の相対供給量を減少させ

ることにより，X財の相対価格を上昇させ，

それによりハイスキル労働の相対賃金を増加

させるので，全体的な効果はあいまいなもの

となる。

２国２財の貿易モデルにおけるグローバル

な技術進歩の相対賃金に与える影響は，基本

的に自給自足経済における影響と同じもので

ある。すなわち，X財部門の技術進歩は直接

的にハイスキル労働の相対賃金を上昇させ，

Y財部門の技術進歩はハイスキル労働の相対

賃金を減少させる。また，ハイスキル労働節

約的な技術進歩は X財の相対供給を増加さ

せ，それゆえ X財の相対価格を減少させる。

これにより，ハイスキル労働の相対賃金は減

少する。また，ロースキル労働節約的な技術

進歩は X財の相対供給を減少させ，X財の相
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対価格を増加させることによって，ハイスキ

ル労働の相対賃金を上昇させる。

２国２財モデルにおけるローカルな技術進

歩についても基本的に技術進歩の生じた国の

相対賃金に与える効果は自給自足経済におけ

るものと同じであるが，技術進歩の生じない

国においては相対供給量が変化しないので，

相対価格を通じた相対賃金への影響は小さい

ものとなる。また，技術進歩が生じない国に

おいては，直接的な効果がないので，技術進

歩の影響は相対供給量の変化を通じた間接的

な効果だけとなる。

最後に残された課題について若干の議論を

行う。まず，本稿においてはハイスキル労働

とロースキル労働の賦存量は外生的に与えら

れていた。現実的には教育投資などを通じて

それぞれの労働者がスキルを内生的に決定し

て い る よ う に 思 え る。Findlay and

Kierzkowski （1983），Janeba （2003）及び

Falvey, Greenaway and Silva（2010）などは

内生的なスキルの決定を考慮したモデルにお

いて貿易の賃金格差に与える影響を考察して

いる。このケースにおいて技術進歩が賃金格

差にどのような影響を及ぼすのかを検討する

必要がある。

次に，本稿においては労働市場の完全性が

仮定されていた。すなわち，各国の労働市場

は完全競争的であるケースを考察している。

しかし，アメリカとヨーロッパの賃金格差と

失業率の違いが実際には生じている。これを

考察するためにDavis （1989）はヨーロッパ

において賃金の下方硬直性を導入するが，ア

メリカは完全競争的な労働市場を仮定して貿

易の賃金格差と失業率に与える効果を分析し

ている。また，Kreickemeier and Nelson

（2006）は Davis よりも極端でない仮定とし

てAkerlof and Yellen（1990）の�公正賃金�

の概念を導入し，ヨーロッパはアメリカに比

べてより賃金格差を認めない選好を持つとい

う仮定の下で貿易の賃金と失業に与える効果

を分析している。

最後に以上の文献は基本的にはヘク

シャー・オリーンの枠組みであったが，先進

国における貿易の大半を占めるのが，産業内

貿易であることを考えると，産業内貿易の枠

組みにおいて技術進歩の賃金格差に与える影

響を分析する必要があるだろう。

注

⑴ 以下において外国の変数はアステリスクをつ

けて表すものとする。また，この節においては，

自国に関する変数しか考察しないが，アステリ

スクをつけることによって外国の変数も同様に

導出することができる。

⑵ X財産業がハイスキル集約的であるという仮

定により，AOLの傾きは BOLの傾きより大き

い。また，両財が生産されるためには経済全体

のハイスキル労働・ロースキル労働賦存比率は X

財産業と Y財産業の資本労働比率の間に入って

いなければならない。すなわち，図３において

は EOLの傾きは AOLの傾きと BOLの傾きの間

になければならない。EOLの傾きが AOLより

大きければ，経済は X財生産に特化する。また，

EOLの傾きが BOLの傾きより小さければ Y財

生産に特化することになる。

⑶ このケースはある国で技術進歩が生じたとす

る。しかし，時間とともにそれは世界各国にス

ピルオーバーをするだろう。したがって，長期

的に考えると，すべての国が同じ新技術を利用

することになる。このような長期的な均衡にお

ける相対賃金を考察していると考えられる。
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